
JP 2018-93645 A 2018.6.14

10

(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】前後輪が同時にスリップすることを抑制可能な
電動車両の制御装置を提供する。
【解決手段】フロント電動モータ１f及びリア電動モー
タ1ｒの一方におけるトルク応答が、他方のトルク応答
よりも低くなるように制御することとした。これにより
、前後輪が同時にスリップもしくは制動スリップをする
ことを抑制できるようになる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、
　前記車両の後輪にトルクを出力するリア電動モータと、
を有する電動車両の制御装置であって、
　前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータの目標トルクを演算する目標トルク演
算部と、
　前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータにトルク指令を出力するトルク指令部
と、
　前記フロント電動モータと前記リア電動モータの一方における前記目標トルクに対する
前記トルク指令の達成率が、他方の前記達成率よりも低くなるように制御する制御部と、
　を備えたことを特徴とする電動車両の制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の電動車両の制御装置において、
　前記制御部は、前記一方の前記達成率を低くすることで減少するトルクを、前記他方で
補償することを特徴とする電動車両の制御装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の電動車両の制御装置において、
　前記制御部は、前記車両が所定車速以上であって、かつ、前記目標トルクが減速を表す
負の場合は、それ以外の場合に比べて前記一方の前記達成率を低くすることを特徴とする
電動車両の制御装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の電動車両の制御装置において、
　前記制御部は、前記一方の前記達成率を低くすることで減少するトルクを、前記他方で
補償しないことを特徴とする電動車両の制御装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の電動車両の制御装置において、
　前記制御部は、前記車両が所定車速未満であって、かつ、路面の縦断勾配が所定値以上
の場合は、それ以外の場合に比べて前記一方の前記達成率を低くすることを特徴とする電
動車両の制御装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の電動車両の制御装置において、
　前記制御部は、前記路面の縦断勾配が所定値以上における前記車両の発進時、又は減速
時に前記一方の前記達成率を低くすることを特徴とする電動車両の制御装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の電動車両の制御装置において、
　前記一方は、前記リア電動モータであることを特徴とする電動車両の制御装置。
【請求項８】
　車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、
　前記車両の後輪にトルクを出力するリア電動モータと、
を有する電動車両の制御装置であって、
　前記フロント電動モータと前記リア電動モータの一方におけるアクセルペダル開速度で
実トルク微分値を除した値と、他方における前記除した値との差が、前記アクセルペダル
開速度が小さい場合よりも、前記アクセルペダル開速度が大きい場合のほうが大きいこと
を特徴とする電動車両の制御装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の電動車両の制御装置において、
　路面の縦断勾配が大きいときの前記差は、前記路面の縦断勾配が小さいときの前記差よ
りも大きいことを特徴とする電動車両の制御装置。
【請求項１０】
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　車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、
　前記車両の後輪にトルクを出力するリア電動モータと、
を有する電動車両の制御方法であって、
　前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータの目標トルクを演算するステップと、
　前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータにトルク指令を出力するステップと、
　前記フロント電動モータと前記リア電動モータの一方における前記目標トルクに対する
前記トルク指令の達成率が、他方の前記達成率よりも低くなるように制御する制御ステッ
プと、
　を備えたことを特徴とする電動車両の制御方法。
【請求項１１】
　車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、
　前記車両の後輪にトルクを出力するリア電動モータと、
　前記フロント電動モータと前記リア電動モータを制御するコントロールユニットと、
を有する電動車両の制御システムであって、
　前記コントロールユニットは、
　前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータの目標トルクを演算する目標トルク演
算部と、
　前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータにトルク指令を出力するトルク指令部
と、
　前記フロント電動モータと前記リア電動モータの一方における前記目標トルクに対する
前記トルク指令の達成率が、他方の前記達成率よりも低くなるように制御する制御部と、
　を備えたことを特徴とする電動車両の制御システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動車両の制御装置、制御システム及び制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、特許文献１に記載の電動車両の制御装置では、前輪はエンジンにより、後輪は電
動モータにより駆動される四輪駆動車において、路面の縦断勾配が大きいほど、すなわち
坂道が急なほど発進時のモータトルクを大きくし、前後輪のトルク配分を調整することで
登坂路でのスリップを抑制している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開2005-184944号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１のように、運転者の操作が路面に対して過大な場合、前後輪
のトルク配分を行ったとしても、前後輪が同時にスリップするおそれがあった。
  本発明の目的は、前後輪が同時にスリップすることを抑制可能な電動車両の制御装置を
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するため、本発明では、フロント電動モータ及びリア電動モータの一方
におけるトルク応答が、他方のトルク応答よりも低くなるように制御することとした。
【発明の効果】
【０００６】
　よって、前後輪が同時に駆動スリップもしくは制動スリップすることを抑制できる。
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【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】実施例１の電動車両のシステム図である。
【図２】実施例１の電動車両の制御ブロック図である。
【図３】実施例１のトルク急変時配分部の詳細を表す制御ブロック図である。
【図４】高μの登坂路における発進時においてスリップが生じない場合のタイムチャート
である。
【図５】低μの登坂路における発進時においてスリップが生じた場合のタイムチャートで
ある。
【図６】高μの平坦路における減速時においてスリップが生じない場合のタイムチャート
である。
【図７】低μの平坦路における減速時においてスリップが生じた場合のタイムチャートで
ある。
【図８】実施例２の電動車両の制御ブロック図である。
【図９】実施例２の加減速時配分部の詳細を表す制御ブロック図である。
【図１０】高μの登坂路における発進時においてスリップが生じない場合のタイムチャー
トである。
【図１１】低μの登坂路における発進時においてスリップが生じた場合のタイムチャート
である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　〔実施例１〕
  図１は実施例１の電動車両のシステム図である。実施例１の電動車両は、前輪FL,FRが
フロントモータ1fにより駆動され、後輪RL,RRがリアモータ1rにより駆動される４輪駆動
車である。フロントモータ1fには減速機構2fを介してディファレンシャルギア3fが接続さ
れている。ディファレンシャルギア3fにはドライブシャフト4fが接続されている。ドライ
ブシャフト4fには前輪FL,FRが接続されている。インバータ5fには、フロントモータ1fを
制御するモータコントロールユニットMCUfを有する。同様に、リアモータ1rには減速機構
2rを介してディファレンシャルギア3rが接続されている。ディファレンシャルギア3rには
ドライブシャフト4rが接続されている。ドライブシャフト4rには後輪RL,RRが接続されて
いる。インバータ5rには、リアモータ1rを制御するモータコントロールユニットMCUrを有
する。
【０００９】
　高電圧バッテリBATは、供給電力を制御するバッテリコントロールユニットBCUを有する
。高電圧バッテリBATは、複数のバッテリを接続したバッテリモジュールであり、バッテ
リコントロールユニットBCUは、一つのバッテリモジュールから複数のモータ（フロント
モータ1f及びリアモータ1r）への供給電力を制御する。
【００１０】
　電動車両は、ブレーキペダルストローク信号を出力するストロークセンサ6と、アクセ
ル開度信号を出力するアクセル開度センサ7と、電動モータ1の回転方向を含むモータ回転
速度信号を出力するレゾルバ8f，8rと、車両の前後加速度sgを検出する前後加速度センサ
12と、を有する。車両コントロールユニットCUは、シフトレバーからのレンジ位置信号と
、ストロークセンサ6からのブレーキペダルストローク信号と、アクセル開度センサ7から
のアクセル開度信号とを受信する。また、車両コントロールユニットCUは、レゾルバ8f，
8rからのモータ回転速度信号を、モータコントロールユニットMCUf，MCUrを介して受信す
る。車両コントロールユニットCUは、アクセル開度等に基づいて電動モータ1の駆動トル
ク指令値を演算し、駆動トルク指令値に応じてフロントモータ1f，リアモータ1rを駆動す
る。
【００１１】
　ブレーキコントローラ9は、各輪に設けられた車輪速センサ10FL,10FR,10RL,10RR（以下
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、単に10とも記載する。）と接続され、各輪の回転速度信号を受信する。車輪速センサ10
は、電磁バルスの周期から車輪速を検出する。ブレーキコントローラ9は、ストロークセ
ンサ6により検出された運転者のブレーキ操作量に基づき、各輪の液圧によるブレーキユ
ニットに供給するブレーキ液を調整し、各輪の制動トルクを制御する。モータコントロー
ルユニットMCUf，MCUr、車両コントロールユニットCU及びブレーキコントローラ9の情報
通信は、CAN通信線11を介して行われる。
【００１２】
　図２は、実施例１の電動車両の制御ブロック図である。
  運転者要求トルク演算部101は、アクセル開度APO及び車速VSPに基づき運転者の要求ト
ルクTdを演算する。運転者要求トルクTdは、アクセル開度APOが高いほど大きな値が設定
される。
  回生トルク受け入れ部102は、他の演算部において演算された要求制動トルクに基づく
要求回生トルクTrgを受け入れ、運転者要求トルクTdを補正する。
  要求トルク受け入れ部103では、他の演算部において演算された要求駆動トルクTofを受
け入れ、運転者要求トルクTdを補正する。これら、運転者要求トルク演算部101，回生ト
ルク受け入れ部102及び要求トルク受け入れ部103の各指令値から得られるフロントモータ
1f及びリアモータ1rの合計軸トルク指令値を、車両の要求トルクTtとして出力する。
【００１３】
　配分比調停部104では、駆動力配分比指令Std及び回生制動力配分比指令Strgに基づいて
、要求トルクTtをフロントモータ1fとリアモータ1rとに配分する際の配分比Stを決定する
。駆動力配分比指令とは、図外の駆動力配分比演算部において、走行状態に応じて、前輪
と後輪の駆動力配分比を演算し、出力された指令である。回生制動力配分比指令とは、図
外の回生制動力配分比演算部において、前輪と後輪の回生制動力配分比を演算し、出力さ
れた指令である。配分比調停部104では、これら各配分比と、現在の走行状態に基づいて
配分比Stを決定する。
　トルク配分部105では、要求トルクTtと配分比Stに基づいて基準フロントモータトルク
指令値Ttfと、基準リアモータトルク指令値Ttrを演算する。以下、フロントモータ1f及び
リアモータ1rを総称して基準モータトルク指令値Ttfrと記載する。この基準モータトルク
指令値Ttfrがフロントモータ1f及びリアモータ1rを制御する際の目標トルクに相当する。
【００１４】
　トルク急変時配分部500では、車速VSPと、基準フロントモータトルク指令値Ttfと、基
準リアモータトルク指令値Ttrとに基づいて、トルク急変に伴う前後輪同時スリップを回
避する補正を行う。具体的には、必要に応じて基準リアモータトルク指令値Ttrのトルク
応答を遅らせたトルク急変時基準リアモータトルク指令値Ttryに補正する。このとき、減
速時にあっては、TtrからTtryに補正されたことに伴う減少トルク分を基準フロントモー
タトルク指令値Ttfに加算してトルク急変時基準フロントモータトルク指令値Ttfyに補正
し、減速度を確保する。尚、詳細については後述する。
【００１５】
　トルク制限部106では、後述するトルク制限値選択部205により選択された正トルク制限
値Tplimf,Tplimr及び負トルク制限値Tnlimf,Tnlimr（以下、これら制限値をトルク制限値
Tlimと記載する。）によって制限された第１フロントモータトルク指令値Ttf1と、第１リ
アモータトルク指令値Ttr1（以下、これら指令値を第１トルク指令値Tt1と記載する。）
を演算する。言い換えると、トルク急変時基準モータトルク指令値がトルク制限値Tlim内
となるように補正される。
【００１６】
　トルク再配分部107では、各モータの第１トルク指令値Tt1の合計が要求トルクTt未満の
ときは、第１トルク指令値Tt1がトルク制限値Tlimよりも低いモータに、各モータの第１
トルク指令値Tt1の合計が要求トルクTtを越えない範囲でトルクを再配分した第２フロン
トモータトルク指令値Ttf2と、第２リアモータトルク指令値Ttr2（以下、これら指令値を
第２トルク指令値Tt2と記載する。）を演算する。
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【００１７】
　スリップ制御部108では、車輪速svと、前後加速度sgと、後述する温度保護部302f，302
rのトルク指令値に基づいて、車輪にスリップが発生しているか否かを判断し、スリップ
（駆動スリップ、制動スリップの両方を含む）しているときは、スリップが生じている車
輪と接続されたモータトルクへのトルク制限量を演算する。
　最終トルク制限部109では、第２トルク指令値Tt2に対し、スリップ制御部108で演算さ
れたトルク制限量に基づいて決定された最終トルク指令値Tt3を各モータ1f，1rに出力す
る。
【００１８】
　最大トルク制限値演算部201では、フロントモータ1fの回転速度Vmfと、リアモータ1rの
回転速度Vmrとに基づいて、各モータの正トルク制限値Tplimtf,Tplimtr及び負トルク制限
値Tnlimtf,Tnlimtr（以下、Tplimtf,Tplimtr,Tnlimtf,Tnlimtrを最大トルク制限値Tlimax
とも記載する。）を演算する。これは、モータの回転数に対するトルク特性が予め定めら
れており、ある回転速度に対して最大限出力可能なトルク値をマップ等から設定する。
【００１９】
　電力配分部202では、高電圧バッテリBATから供給する電力の上限値であるバッテリ電力
制限値Wlimと、配分比Stとに基づいて、フロントモータ1fの第１電力制限値Wlimf1及びリ
アモータ1rの第１電力制限値Wlimr1（以下、Wlimf1及びWlimr1を第１電力制限値Wlim1と
も記載する。）を演算する。すなわち、一つの高電圧バッテリBATから複数のモータに電
力を供給する際、各モータの消費電力が個別的に決定されると、トータルの消費電力がバ
ッテリ電力制限値Wlimを超えるおそれがある。また、各モータの消費電力を個別的に決定
後、消費電力がバッテリ電力制限値Wlimを超えないように各モータのトルクを修正するこ
とも考えられるが、繰り返し演算が必要となる。これに対し、実施例１では、予め電力配
分を行い、この電力配分に基づく各モータの第１電力制限値Wlim1を設定することで、バ
ッテリ電力制限値Wlimを超えることなく、効果的に各モータトルクを制御できる。
【００２０】
　電力再配分部203では、各モータのうち、あるモータの第１電力制限値Wlim1から実際の
消費電力Wx（x=f,r）を除いた余剰電力を他のモータの電力制限値Wlim1に配分したフロン
トモータ1fの第２電力制限値Wlimf2及びリアモータ1rの第２電力制限値Wlimr2（以下、Wl
imf2及びWlimr2を第２電力制限値Wlim2とも記載する。）を演算する。
【００２１】
　第１トルク制限値演算部204では、高電圧バッテリBATのバッテリ電位Vbatと、回転速度
Vmf,Vmrと、第２電力制限値Wlim2に応じた正トルク制限値Tplimw及び負トルク制限値Tnli
mw（以下、Tplimw,Tnlimwを第１トルク制限値Tlimwとも記載する。）を演算する。
　トルク制限値選択部205では、最大トルク制限値Tlimmaxと第１トルク制限値Tlimwのう
ち、低いほうの制限値を選択し、トルク制限値Tlimとして出力する。
【００２２】
　モータコントロールユニットMCUf及びMCUrには、トルク制限部301f，301rと、温度保護
部302f，302rと、制振制御部303f，303rとを有する。トルク制限部301f，301rでは、最終
トルク制限部109から出力された最終トルク指令値Tt3と、トルク制限値選択部205から出
力されたトルク制限値Tlimとに基づいてモータトルク指令値を演算する。温度保護部302f
，302rでは、モータに供給される電流値に基づいて演算される発熱量と、モータに取り付
けられた温度センサの計測値から、モータが所定の温度以下となるようにモータトルク指
令値を制限する。制振制御部303f，303rでは、ドライブシャフト4f，4rに生じる振動を抑
制する制振トルクを演算し、モータトルク指令値に制振トルクを付与し、最終的にモータ
トルク制御を実行する。
【００２３】
　（トルク急変時配分部について）
　図３は、実施例１のトルク急変時配分部の詳細を表す制御ブロック図である。第１カッ
トオフ周波数設定部501では、トルク急変時基準リアモータトルク指令値Ttryに基づいて
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、後述する第１ローパスフィルタ509で使用するカットオフ周波数の候補である第１カッ
トオフ周波数ωc1を設定する。Ttryが正トルクのときは、大きめのωc1を設定する。一方
、Ttryが負トルクであり、かつ、その絶対値が所定値より大きいときは、小さめのωc1を
設定する。これにより、急減速時において後輪側のトルク応答の遅れが大きくなり、前輪
と後輪とが同時にロックすることを回避し、車両の安定化を図る。ここで、トルク応答と
は、目標トルクの変化が生じてから、実際に出力する実トルクが目標トルクに追従するま
での時間的な遅れを表す。よって、目標トルクに対する実トルクのトルク応答の遅れが大
きいとは、目標トルクが変化した後において、実トルクを目標トルクで除した達成率が低
いことを表す。
【００２４】
　更に言い換えると、基準モータトルク指令値は、アクセルペダル開度APOに基づいて設
定される値であることから、トルク応答とは、アクセルペダル開速度ΔAPOで実トルク微
分値を除した値（以下、応答度と記載する。）によっても表される。トルク応答が高けれ
ば、応答度は１に近くなり、トルク応答が低ければ応答度は１未満の小さな値となる。
【００２５】
　第２カットオフ周波数設定部502では、車速VSPに基づいて、後述する第１ローパスフィ
ルタ509で使用するカットオフ周波数の候補である第２カットオフ周波数ωc2を設定する
。前進・後退を含めVSPが所定値より低いときは、大きめのωc2を設定する。一方、VSPが
所定値より高いときは、小さめのωc2を設定する。これにより、高車速時において後輪側
のトルク応答の遅れが大きくなり、前輪と後輪とが同時にロックすることを回避し、車両
の安定化を図る。
【００２６】
　第１ローパスフィルタ用カットオフ周波数選択部503では、第１カットオフ周波数ωc1
と第２カットオフ周波数ωc2のうち、大きいほうのカットオフ周波数を第１ローパスフィ
ルタ用カットオフ周波数として出力する。減速度が大きく、高車速の場合には、第１カッ
トオフ周波数ωc1及び第２カットオフ周波数ωc2が共に小さな値である。よって、第１ロ
ーパスフィルタ509において小さなカットオフ周波数を設定し、後輪のトルク応答の遅れ
を大きくする。それ以外の場合には、第１カットオフ周波数ωc1及び第２カットオフ周波
数ωc2のいずれか一方が大きな値であるため、第１ローパスフィルタ509において大きな
カットオフ周波数を設定する。これにより、後輪のトルク応答が大きく遅れることなく応
答性を確保する。
【００２７】
　第３カットオフ周波数設定部504では、車速VSPに基づいて、後述する第２ローパスフィ
ルタ510で使用するカットオフ周波数の候補である第３カットオフ周波数ωc3を設定する
。前進・後退を含めVSPが低いときは、小さめのωc3を設定し、VSPが高いときは、大きめ
のωc3を設定する。これにより、発進時等の低車速時において後輪側のトルク応答の遅れ
が大きくなり、前輪と後輪とが同時にスリップすることを回避する。
【００２８】
　第４カットオフ周波数設定部505では、推定された路面の縦断勾配SPに基づいて、後述
する第２ローパスフィルタ510で使用するカットオフ周波数の候補である第４カットオフ
周波数ωc4を設定する。尚、縦断勾配SPは、例えば車両の前後加速度sgを検出する前後加
速度センサ12の値と、車速VSPの微分値との偏差に応じて推定してもよいし、他の推定手
段を用いてもよく、特に限定しない。縦断勾配SPが大きいとき、すなわち上り坂のときは
、小さめのωc3を設定し、平坦路や下り坂のときは、大きめのωc3を設定する。これによ
り、登坂路での発進時等において、前輪と後輪とが同時にスリップすることを回避し、車
両のずり下がり等を防止する。
【００２９】
　第２ローパスフィルタ用カットオフ周波数選択部506では、第３カットオフ周波数ωc3
と第４カットオフ周波数ωc4のうち、大きいほうのカットオフ周波数を第２ローパスフィ
ルタ用カットオフ周波数として出力する。よって、低車速で、登坂路の場合には、第３カ
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ットオフ周波数ωc3及び第４カットオフ周波数ωc4が共に小さな値であるため、第２ロー
パスフィルタ510において小さなカットオフ周波数を設定し、後輪のトルク応答の遅れを
大きくする。それ以外の場合には、第３カットオフ周波数ωc3及び第４カットオフ周波数
ωc4のいずれか一方が大きな値であるため、第２ローパスフィルタ510において大きなカ
ットオフ周波数を設定し、後輪のトルク応答が大きく遅れることなく応答性を確保する。
【００３０】
　符号抽出部507では、第１基準リアモータトルク指令値Ttrの符号のみを抽出し、後述す
る第１符号処理部515及び第２符号処理部512に出力する。
　絶対値処理部508では、第１基準リアモータトルク指令値Ttrを絶対値化し、第１ローパ
スフィルタ509に出力する。
　第１ローパスフィルタ509及び第２ローパスフィルタ510では、設定されたカットオフ周
波数に基づいて、第１基準リアモータトルク指令値Ttrの絶対値にローパスフィルタ処理
を施す。
【００３１】
　リアモータトルク指令値選択部511では、第１ローパスフィルタ509通過後の第１指令値
と、第２ローパスフィルタ510通過後の第２指令値とのうち、小さいほうの指令値を選択
して出力する。すなわち、走行状態に応じて後輪のトルクに応答遅れが付与される場合に
は、応答遅れが設定された指令値が選択される。
　第２符号処理部512では、リアモータトルク指令値選択部511で選択された指令値に、符
号抽出部507で抽出された符号を乗算し、トルク急変時基準リアモータトルク指令値Ttry
を出力する。
【００３２】
　偏差演算部513では、第２ローパスフィルタ510から出力された第２指令値から、第１ロ
ーパスフィルタ509から出力された第１指令値を減算し、偏差を算出する。すなわち、減
速度が大きく、かつ、高車速の場合、第１指令値は低いカットオフ周波数によって小さく
なり、第２指令値は高いカットオフ周波数によって大きくなる。このとき、後輪のトルク
応答を低下させ、前輪のトルクをそのままとすると、応答が低下した区間における前後輪
トータルの減速度が要求減速度よりも小さくなるおそれがある。そこで、後輪で減少した
分のトルクを第２指令値と第１指令値との偏差から算出し、前輪側に加算することで、前
後輪トータルの減速度を要求減速度となるように補償する。
【００３３】
　補償処理部514では、偏差演算部513で算出された偏差と０とのうち、大きいほうを選択
して出力する。
　第１符号処理部511では、補償処理部514から出力された指令値に、符号抽出部507で抽
出された符号を乗算し、フロント補償値を出力する。
　第１基準フロントモータトルク指令値算出部516では、基準フロントモータトルク指令
値Ttfにフロント補償値を加算し、トルク急変時基準フロントモータトルク指令値Ttfyを
出力する。尚、減速時の基準フロントモータトルク指令値Ttfの符号は負であり、フロン
ト補償値は負であるため、絶対値としては大きくなり、要求減速度を満足する。
【００３４】
　すなわち、減速度が大きく、かつ、高車速の場合、第２指令値から第１指令値を減算す
ると、正の値を取るため、この偏差が選択され、前輪側に偏差分のトルクを付与すること
で減速度を補償する。一方、登坂路での発進時等の場合、第２指令値から第１指令値を減
算すると、負の値を取る。この場合、０が選択され、前輪側には特に偏差分のトルクを補
償しない。これは、登坂路での発進時に多少のトルク不足があったとしても、運転者はほ
とんど気づくことがなく、また、前輪トルクを増大させることで前輪スリップが発生する
ことを回避するためである。
【００３５】
　〔トルク急変時配分処理〕
　（登坂路発進時の作用）
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　図４は、高μの登坂路における発進時においてスリップが生じない場合のタイムチャー
トである。図４（ａ）は、トルク急変時配分処理を行わない場合の比較例を表し、図４（
ｂ）は、トルク急変時配分処理を行った場合の実施例１を表す。尚、このタイムチャート
では、前後輪トルクの配分比Stを１：１とし、登坂路で停車している状態から発進する例
を示す。よって、停車状態において、前後加速度センサ12（以下、Ｇセンサとも記載する
。）の前後加速度sgは、坂路分だけオフセットした値を示す。また、フロントモータトル
ク指令値をTfと記載し、リアモータトルク指令値をTrと記載する。また、前輪車輪速を前
輪svと記載し、後輪車輪速を後輪svと記載する。
【００３６】
　図４（ａ）に示す比較例の場合、時刻ｔ１において、運転者がアクセルペダルを更に踏
みこみ、発進すると、前後輪にアクセルペダル開度に応じたトルク指令Tf,Trが出力され
、Tf,Trの平均トルクもTf,Trと一致して上昇する。よって、前輪sv及び後輪svは共に上昇
する。
【００３７】
　これに対し、図４（ｂ）に示す実施例１の場合、第３カットオフ周波数ωc3及び第４カ
ットオフ周波数ωc4の両方が小さな値となるため、Trの応答に遅れが生じるように補正さ
れる。このとき、Tfには、補償トルクが加えられることはなく、平均トルクは運転者の要
求トルクより若干低下し、前輪sv及び後輪svも比較例に比べてやや遅れながら上昇する。
ただし、登坂路での発進時では、運転者が平坦路での発進時とは異なる状況であることを
認識しており、多少の加速の遅れが生じたとしても、運転者に違和感を与えることはない
。尚、小さなカットオフ周波数が設定された場合であっても、アクセルペダル開速度ΔAP
Oが小さい場合には、基準モータトルク指令値Ttfrが急変することがないため、特に応答
遅れが生じることなく制御され、アクセルペダル開速度ΔAPOが大きい場合には、基準モ
ータトルク指令値Ttfrが急変するため、応答遅れが設定される。言い換えると、アクセル
ペダル開速度ΔAPOが小さいときの前輪側の応答度と後輪側の応答度の差は小さく、アク
セルペダル開速度ΔAPOが大きいときの前輪側の応答度と後輪側の応答度の差は大きくな
る。
【００３８】
　図５は、低μの登坂路における発進時においてスリップが生じた場合のタイムチャート
である。図５（ａ）は、トルク急変時配分処理を行わない場合の比較例を表し、図５（ｂ
）は、トルク急変時配分処理を行った場合の実施例１を表す。
　図５（ａ）に示す比較例の場合、時刻ｔ１において、運転者がアクセルペダルを踏みこ
み、発進すると、前後輪にアクセルペダル開度に応じたトルク指令Tf,Trが出力され、前
後輪の平均トルクもTf,Trと一致して上昇する。このとき、低μのため、前後輪両方が同
時にスリップし、前輪sv及び後輪svは共に大きく上昇する。そして、スリップ制御によっ
てTf,Trが補正され、スリップ制御後Tf,Trが出力される。よって、スリップ制御後Tf,Tr
は大きく減少し、前輪sv及び後輪svは共に大きく低下し、前後加速度sgも大きく低下して
しまう。尚、この例では、スリップ制御後に前進走行状態を継続できた例を示しているが
、雪道の登坂路において、発進後に前後輪が同時にスリップすると、スリップによって表
面の雪が溶け、更に路面μが低下する場合がある。この場合、このスリップを抑制するた
めに補正したスリップ制御後Tf,Trは非常に小さくなり、小さなスリップ制御後Tf,Trが同
時に出力されるため、登坂路を登れないおそれがある。
【００３９】
　これに対し、図５（ｂ）に示す実施例１の場合、第３カットオフ周波数ωc3及び第４カ
ットオフ周波数ωc4の両方が小さな値となるため、Trの応答に遅れが生じるように補正さ
れる。このとき、TrはTfに比べて小さいため、まず前輪においてスリップが発生し、スリ
ップ制御後Tfが出力される。しかしながら、後輪にはスリップが生じていないためTrが大
きくトルクダウンすることはない。よって、前後加速度sgの大きな落ち込みを防止できる
。また、前輪スリップに伴い前輪のタイヤ横力が低下したとしても、後輪のタイヤ横力に
より車両を安定化できる。その後、Trも上昇し、後輪にスリップが発生する際には、Tfが
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ある程度復帰しており、後輪が大きくスリップすることを回避できる。よって、平均トル
クは運転者の要求トルクより若干低下するものの、比較例に比べて大きな前後加速度sgの
落ち込みを防止することで、スムーズに発進できる。尚、雪道の登坂路において、前後輪
が同時にスリップすることを回避することで、タイヤ横力の確保による車両安定化を図る
ことができると共に、過剰な路面μの低下を回避でき、登坂路を登れないという事態を効
果的に回避できる。
【００４０】
　（減速時の作用）
　図６は、高μの平坦路における減速時においてスリップが生じない場合のタイムチャー
トである。図６（ａ）は、トルク急変時配分処理を行わない場合の比較例を表し、図６（
ｂ）はトルク急変時配分処理を行った場合の実施例１を表す。尚、このタイムチャートで
は、前後輪トルクの配分比Stを１：１とし、平坦路を所定の高車速で走行している状態か
らアクセルペダルを離し、所定のコーストトルクに応じた減速度で減速する例を示す。減
速時は、要求減速度を満足するようにフロントモータ1f及びリアモータ1rの回生トルクを
発生させて減速する。
【００４１】
　図６（ａ）に示す比較例の場合、時刻ｔ１において、運転者がアクセルペダルを離し、
要求減速度が与えられると、前後輪に要求減速度に応じたトルク指令Tf,Trが出力され、T
f,Trの平均トルクもTf,Trと一致して減少する。よって、前輪sv及び後輪svは共に減少す
る。これに対し、図６（ｂ）に示す実施例１の場合、高車速、かつ減速時であるため、第
１カットオフ周波数ωc1及び第２カットオフ周波数ωc2の両方が小さな値となり、Trの応
答に遅れが生じるように補正される。このとき、Trの応答遅れにより減速度が不足するた
め、後輪で減少した分のトルクを前輪側に加算する。これにより、前後輪トータルの減速
度が要求減速度となるように補償する。よって、比較例と同様に前輪sv及び後輪svは共に
減少し、運転者に違和感を与えることがない。
【００４２】
　図７は、低μの平坦路における減速時においてスリップが生じた場合のタイムチャート
である。図７（ａ）は、トルク急変時配分処理を行わない比較例を表し、図７（ｂ）はト
ルク急変時配分処理を行った場合の実施例１を表す。
　図７（ａ）に示す比較例の場合、時刻ｔ１において、運転者がアクセルペダルを離し、
要求減速度が与えられると、前後輪に要求減速度に応じたトルク指令Tf,Trが出力さ、前
後輪の平均トルクもTf,Trと一致して上昇する。このとき、低μのため、前後輪両方が同
時に制動スリップし、前輪sv及び後輪svは共にロック傾向となって大きく低下する。そし
て、スリップ制御によってTf,Trが補正され、スリップ制御後Tf,Trが出力される。よって
、スリップ制御後Tf,Trの絶対値が大きく減少（図７（ａ）タイムチャート中では上方に
変化）し、減速度が大きく抜けてしまう。
【００４３】
　これに対し、図７（ｂ）に示す実施例１の場合、第１カットオフ周波数ωc1及び第２カ
ットオフ周波数ωc2の両方が小さな値となるため、Trの応答に遅れが生じるように補正さ
れ、補正により減少した分の減速度がTfに加算される。よって、要求減速度を満足しつつ
、TrとTfが異なる値となる。Trの絶対値はTfの絶対値に比べて小さいため、まず前輪にお
いて制動スリップが発生し、スリップ制御後Tfが出力される。しかしながら、後輪には制
動スリップが生じていないためTrの絶対値が大きくトルクダウンすることはない。よって
、減速度の大きな抜けを防止できる。また、制動スリップに伴い前輪のタイヤ横力が低下
したとしても、後輪のタイヤ横力により車両を安定化できる。その後、Trの絶対値も上昇
し、後輪にスリップが発生する際には、Tfがある程度復帰しており、後輪が大きく制動ス
リップすることを回避できる。よって、比較例に比べて減速度の抜けを抑制することで、
スムーズに減速できる。また、前後輪が同時にスリップすることを回避することで、タイ
ヤ横力の確保による車両安定化を図ることができると共に、過剰な路面μの低下を回避で
きる。
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【００４４】
　以上説明したように、実施例１にあっては、以下の作用効果を奏する。
　（１）車両の前輪にトルクを出力するフロントモータ1f（フロント電動モータ）と、車
両の後輪にトルクを出力するリアモータ1r（リア電動モータ）と、を有する電動車両の制
御装置であって、フロントモータ1f及びリアモータ1rの目標トルクである基準フロントモ
ータトルク指令値Ttf及び基準リアモータトルク指令値Ttr（基準モータトルク指令値Ttfr
とも記載する。）を演算するトルク配分部105（目標トルク演算部）と、フロントモータ1
f及びリアモータ1rに最終トルク指令値Tt3を出力する最終トルク制限部109（トルク指令
部）と、フロントモータ1f及びリアモータ1rの一方における基準モータトルク指令値Ttfr
に対する最終トルク指令値Tt3の達成率が、他方の達成率よりも低くなるように制御する
トルク急変時配分部500（制御部）と、を備えた。
　言い換えると、アクセルペダル開速度ΔAPOで実トルク微分値を除した値を応答度とし
たとき、アクセルペダル開速度ΔAPOが小さいときの前輪側の応答度と後輪側の応答度の
差は小さく、アクセルペダル開速度ΔAPOが大きいときの前輪側の応答度と後輪側の応答
度の差は大きい。
　よって、前後輪が同時に駆動スリップもしくは制動スリップすることを抑制できる。
【００４５】
　（２）トルク急変時配分部500は、一方の達成率を低くすることで減少するトルクを、
他方で補償する。よって、減速時において、後輪側の実トルクが減少する場合であっても
、前輪側で補償することで、要求トルクTtを確保できる。
　（３）トルク急変時配分部500は、車両が所定車速以上であって、かつ、基準モータト
ルク指令値Ttfr）が減速を表す負の場合は、それ以外の場合に比べて一方の達成率を低く
する。よって、所定車速以上での減速時に前後輪同時ロックを抑制することができ、車両
の安定性を確保できる。
　（４）トルク急変時配分部500は、一方の達成率を低くすることで減少するトルクを、
他方で補償しない。すなわち、登坂路における発進時等の場合において、要求トルクTtよ
りも実トルクが多少低くなったとしても、運転者に違和感を与えにくい。また、他方でト
ルクを補償することで、他方のトルクが大きくなると、低μでの走行時には、スリップが
生じやすくなるおそれがある。よって、運転者に違和感を与えることなくスリップを抑制
できる。
【００４６】
　（５）トルク急変時配分部500は、車両が所定車速未満であって、かつ、路面の縦断勾
配SPが所定値以上の場合は、それ以外の場合に比べて一方の達成率を低くする。すなわち
、登坂路における発進時等の場合において、要求トルクTtよりも実トルクが多少低くなっ
たとしても、運転者に違和感を与えにくい。また、例えば雪道の登坂路において、発進後
に前後輪が同時にスリップすると、スリップによって表面の雪が溶け、更に路面μが低下
する場合がある。加えて、このスリップを抑制するために補正したスリップ制御後Tf,Tr
は非常に小さくなり、小さなスリップ制御後Tf,Trが同時に出力されるため、登坂路を登
れないおそれがある。そこで、車両が所定車速未満であって、かつ、路面の縦断勾配SPが
所定値以上の場合は、それ以外の場合に比べて一方の達成率を低くすることで、前後輪同
時スリップを抑制しつつ、安定した走行状態を達成できる。
【００４７】
　（６）トルク急変時配分部500は、路面の縦断勾配SPが所定値以上における車両の発進
時、又は減速時に一方の達成率を低くする。よって、前後輪同時スリップを抑制しつつ、
安定した走行状態を達成できる。
　（７）一方は、リアモータ1rである。車両のヨーモーメントに関する安定性は後輪側の
タイヤ横力との相関が高いため、後輪側のトルク応答を遅らせることで後輪のタイヤ横力
を確保することができ、車両の安定性を確保できる。
【００４８】
　尚、実施例１では、ローパスフィルタ処理のカットオフ周波数を適宜設定することで、
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後輪側のトルク応答を遅らせることとしたが、他の方式により後輪側のトルク応答を遅ら
せてもよい。例えば、タイマ等を用いて後輪へのトルク指令出力タイミングを遅らせても
よいし、リミッタ処理によりトルク指令値の変化に制限を加えることで応答を遅らせても
よく、特に限定しない。
【００４９】
　〔実施例２〕
　次に、実施例２について説明する。基本的な構成は実施例１と同じであるため、異なる
点についてのみ説明する。図８は、実施例２の電動車両の制御ブロック図である。実施例
２では、トルク配分部105とトルク急変時配分部500との間に、加減速時配分部600を有す
る。加減速時配分部600は、アクセルペダル開度APOと、ブレーキペダルストロークBPSと
、基準フロントモータトルク指令値Ttfと、基準リアモータトルク指令値Ttryと、縦断勾
配SPとに基づいて、トルク急変時に配分比Stを変更し、前輪と後輪とが同時にスリップす
ることを回避するものである。すなわち、実施例１では、後輪トルク指令Trにローパスフ
ィルタ処理を施し、応答を遅らせた。これに対し、実施例２では、ローパスフィルタ処理
では十分に後輪のトルクを抑制できない比較的ゆっくりとしたアクセルペダル操作時でも
、所定の条件が成立したときは、前後輪のトルク差を生じさせ、前後輪同時スリップを抑
制するものである。
【００５０】
　（加減速時配分部について）
　図９は、実施例２の加減速時配分部の詳細を表す制御ブロック図である。
　トルク配分比制限部601では、縦断勾配SPに基づいてトルク配分比制限値St(f)limを算
出する。トルク配分比制限値St(f)limとは、配分比Stに基づいて前輪に配分される前輪配
分比St(f)の制限値であり、前輪：後輪の配分比Stが１：１の場合、St(f)は50％であり、
２：１の場合、St(f)は67％である。縦断勾配SPが小さいときはSt(f)limを小さくし、縦
断勾配SPが大きいときはSt(f)limを大きくする。言い換えると、平坦路であれば前輪側に
配分するトルクを抑制し、勾配路であれば前輪側に大きなトルクを配分することを許容す
る。
　偏差演算部602では、St(f)limからSt(f)を減算し、前輪側に配分するトルクの不足配分
比（％）を演算する。
　配分比選択部603では、不足配分比（％）と0％とのうち大きいほうの値を出力する。よ
って、St(f)limがSt(f)より大きい場合は、不足配分比（％）をそのまま出力し、St(f)li
mがSt(f)より小さい場合は、既に前輪に対して大きなトルクが配分されていると判断して
0％を出力する。
　絶対値処理部604では、要求トルクTtを絶対値化し、後述する不足トルク演算部605に出
力する。
　不足トルク演算部605では、要求トルク絶対値｜Tt|に不足配分比（％）を乗算し、前輪
側に加算する不足トルク、すなわち前輪側に不足していると考えられるトルクを演算する
。
【００５１】
　トルク補正量制限値演算部606では、縦断勾配SPに基づいて後述する第１トルク補正量
の補正量上限値Tfhlimを設定する。縦断勾配SPが小さいときはTfhlimを小さくし、縦断勾
配が大きくなるほどTfhlimを大きくし、縦断勾配SPが所定以上のときは、Tfhlimを一定値
とする。すなわち、第１トルク補正量をある程度制限することで、過度の補正を抑制し、
必要以上に前後輪のトルク差が拡大することを回避する。詳細は後述する。
【００５２】
　アクセルペダル操作速度演算部607では、アクセルペダル開度APOを微分もしくは次回制
御周期までのAPO変化量であるアクセルペダル操作速度ΔAPOを演算する。
　アクセル側ローパスフィルタ608では、ΔAPOにローパスフィルタ処理を施し、アクセル
ペダル操作速度フィルタリング値F(ΔAPO)を演算する。これにより、アクセルペダル操作
に対して実際のモータトルクの変化が追い付かない場面であっても、ΔAPOが０として出
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力されることを防止する。
　アクセル側補正ゲイン演算部609では、F(ΔAPO)に応じたアクセル側補正ゲインK1を演
算する。F(ΔAPO)が小さいときは、K1を小さな値とし、F(ΔAPO)が大きいときは、K1を大
きな値とする。言い換えると、アクセルペダル操作速度ΔAPOが小さいときは、K1を0とす
ることで当初の配分比Stに戻し、アクセルペダル操作速度ΔAPOが大きいときは、配分比S
tの変更を許容する。
【００５３】
　ブレーキペダル操作速度演算部610では、ブレーキペダルストローク量BPSを微分もしく
は次回制御周期までのBPS変化量であるブレーキペダル操作速度ΔBSPを演算する。
　ブレーキ側ローパスフィルタ611では、ΔBPSにローパスフィルタ処理を施し、ブレーキ
ペダル操作速度フィルタリング値F(ΔBPS)を演算する。これにより、ブレーキペダル操作
に対して実際のモータトルクの変化が追い付かない場面であっても、ΔBPSが０として出
力されることを防止する。
　ブレーキ側補正ゲイン演算部612では、F(ΔBPS)に応じたブレーキ側補正ゲインK2を演
算する。F(ΔBPS)が小さいときは、K2を小さな値とし、F(ΔBPS)が大きいときは、K2を大
きな値とする。言い換えると、ブレーキペダル操作速度ΔBPSが小さいときは、K2を0とす
ることで当初の配分比Stに戻し、ブレーキペダル操作速度ΔBPSが大きいときは、配分比S
tの変更を許容する。
【００５４】
　ゲイン選択部613では、アクセル側補正ゲインK1とブレーキ側補正ゲインK2とのうち大
きいほうのゲインを選択し、後述するゲイン乗算部614に出力する。
　ゲイン乗算部614では、不足トルク演算部605で演算された不足トルクにK1もしくはK2の
ゲインを乗算し、トルク変化時不足トルクを演算する。アクセルペダル操作速度ΔAPOや
ブレーキペダル操作速度ΔBPSが小さいときは、K1やK2は0に設定されているため、不足ト
ルクが出力されることはない。一方、アクセルペダル操作速度ΔAPOやブレーキペダル操
作速度ΔBPSが所定値以上の場合は、トルク急変時であるため、不足トルクにゲインを乗
算したトルク変化時不足トルクを出力する。
【００５５】
　トルク補正量選択部615では、トルク補正量制限値演算部606で演算された補正量上限値
Tfhlimと、ゲイン乗算部614で演算されたトルク急変時不足トルクとのうち、小さい方の
トルクを第１トルク補正量として出力する。よって、例えば登坂路において急激なアクセ
ルペダルの踏み込み操作を行い、配分比Stの補正によって大きなトルク急変時不足トルク
が演算されたとしても、補正量上限値Tfhlimを超えない値が出力される。
【００５６】
　符号抽出部616では、要求トルクTtの符号を抽出し、後述する符号乗算部617に出力する
。
　符号乗算部617では、第１トルク補正量に要求トルクTtの符号を乗算し、最終的なトル
ク補正量を演算する。
　加減速時基準フロントモータトルク指令値演算部618では、基準フロントモータトルク
指令値Ttfにトルク補正量を加算し、加減速時基準フロントモータトルク指令値Ttfxを出
力する。
　加減速時基準リアモータトルク指令値演算部619では、要求トルクTtから加減速時基準
フロントモータトルク指令値Ttfxを減算し、加減速時基準リアモータトルク指令値Ttrxを
出力する。よって、配分比Stが変更されたとしても、要求トルクTtが変更されることはな
い。
【００５７】
　〔加減速時配分処理〕
　（登坂路発進時の作用）
　図１０は、高μの登坂路における発進時においてスリップが生じない場合のタイムチャ
ートである。図１０（ａ）は、トルク急変時配分処理を行わない場合の比較例を表し、図
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１０（ｂ）は、トルク急変時配分処理を行った場合の実施例２を表す。尚、このタイムチ
ャートでは、前後輪トルクの配分比Stを１：１とし、登坂路で停車している状態から発進
する例を示す。よって、停車状態において、前後加速度センサ12（以下、Ｇセンサとも記
載する。）の前後加速度sgは、坂路分だけオフセットした値を示す。また、フロントモー
タトルク指令値をTfと記載し、リアモータトルク指令値をTrと記載する。また、前輪車輪
速を前輪svと記載し、後輪車輪速を後輪svと記載する。
【００５８】
　図１０（ａ）に示す比較例の場合、時刻ｔ１において、運転者がアクセルペダルを踏み
こみ、発進すると、前後輪にアクセルペダル開度と配分比Stに応じたトルク指令Tf,Trが
出力され、Tf,Trの平均トルクもTf,Trと一致して上昇する。よって、前輪sv及び後輪svは
共に上昇する。
【００５９】
　これに対し、図１０（ｂ）に示す実施例２の場合、アクセル側補正ゲインK1が設定され
ると共に、登坂路であることから縦断勾配SPに応じた補正量上限値Tfhlimも大きくなり、
前輪へのトルク配分が大きくされた補正後Tfとなる。同時に、後輪へのトルク配分は抑制
され、補正後Trは小さくなる。補正後Tfと補正後Trの合計トルクは要求トルクTtと一致す
るため、比較例と同様に走行し、運転者に違和感を与えることはない。
【００６０】
　図１１は、低μの登坂路における発進時においてスリップが生じた場合のタイムチャー
トである。図１１（ａ）は、トルク急変時配分処理を行わない場合の比較例を表し、図１
１（ｂ）は、トルク急変時配分処理を行った場合の実施例２を表す。
　図１１（ａ）に示す比較例の場合、時刻ｔ１において、運転者がアクセルペダルを更に
踏みこみ、発進すると、前後輪にアクセ１１ルペダル開度に応じたトルク指令Tf,Trが出
力され、前後輪の平均トルクもTf,Trと一致して上昇する。このとき、低μのため、前後
輪両方が同時にスリップし、前輪sv及び後輪svは共に大きく上昇する。そして、スリップ
制御によってTf,Trが補正され、スリップ制御後Tf,Trが出力される。よって、スリップ制
御後Tf,Trは大きく減少し、前輪sv及び後輪svは共に大きく低下し、前後加速度sgも大き
く低下してしまう。尚、この例では、スリップ制御後に前進走行状態を継続できた例を示
しているが、雪道の登坂路において、発進後に前後輪が同時にスリップすると、スリップ
によって表面の雪が溶け、更に路面μが低下する場合がある。この場合、このスリップを
抑制するために補正したスリップ制御後Tf,Trは非常に小さくなり、小さなスリップ制御
後Tf,Trが同時に出力されるため、登坂路を登れないおそれがある。
【００６１】
　これに対し、図１１（ｂ）に示す実施例２の場合、アクセル側補正ゲインK1が設定され
ると共に、登坂路であることから縦断勾配SPに応じた補正量上限値Tfhlimも大きくなり、
前輪へのトルク配分が大きくされた補正後Tfとなる。同時に、後輪へのトルク配分は抑制
され、補正後Trは小さくなる。
【００６２】
　時刻ｔ２において、前輪にスリップが発生し、スリップ制御後Tfが出力される。しかし
ながら、後輪にはスリップが生じていないためTrが大きくトルクダウンすることはない。
よって、前後加速度sgの大きな落ち込みを防止できる。また、前輪がスリップに伴いタイ
ヤ横力が低下したとしても、後輪のタイヤ横力により車両を安定化できる。その後、Trも
上昇し、後輪にスリップが発生する際には、Tfがある程度復帰しており、後輪が大きくス
リップすることを回避できる。よって、平均トルクは運転者の要求トルクより若干低下す
るものの、比較例に比べて大きな前後加速度sgの落ち込みを防止することで、スムーズに
発進できる。尚、雪道の登坂路において、前後輪が同時にスリップすることを回避するこ
とで、タイヤ横力の確保による車両安定化を図ることができると共に、過剰な路面μの低
下を回避でき、登坂路を登れないという事態を効果的に回避できる。尚、時刻ｔ３におい
て、アクセルペダル操作速度ΔAPOが低下すると、アクセル側補正ゲインK1が小さくなり
、最終的に０となる。これに伴い、Tf,Trは徐々に近づき、配分比Stに応じたトルクが出
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力される。
【００６３】
　以上説明したように、実施例２にあっては、実施例１に加えて、下記の作用効果が得ら
れる。
　（８）車両の前輪にトルクを出力するフロントモータ1f（フロント電動モータ）と、車
両の後輪にトルクを出力するリアモータ1r（リア電動モータ）と、を有する電動車両の制
御装置であって、フロントモータ1f及びリアモータ1rにトルク指令値Tf,Trを出力する最
終トルク制限部109（トルク指令部）と、トルク指令値Tf,Trが変化している間は、フロン
トモータ1fのトルク指令値Tfとリアモータ1rのトルク指令値Trとの差（以下、前後輪トル
ク差と記載する。）が所定値より大きくなるように制御する加減速時配分部600（制御部
）と、を備えた。
　よって、前後輪が同時に駆動スリップもしくは制動スリップすることを抑制できる。
【００６４】
　（９）加減速時配分部600は、路面の縦断勾配SPが大きいほど、前後輪トルク差を大き
くする。よって、低μの登坂路における発進時や減速時に前後輪同時スリップを抑制しつ
つ、安定した走行状態を達成できる。
　（１０）予め設定されたフロントモータ1fとリアモータ1rの配分比St（基準トルク配分
比）に基づく基準モータトルク指令値Ttfr（基準トルク指令値）を演算するトルク配分部
105（演算部）を有し、加減速時配分部600は、トルク指令値Tf,Trの変化量が所定値未満
となった後、トルク指令値Tf,Trを徐々に基準モータトルク指令値Ttfrに戻す。
　すなわち、トルク変化が小さい場面では、前後輪同時スリップが生じにくいため、基準
モータトルク指令値Ttfrに戻すことで、安定した走行状態を達成できる。
【００６５】
　（１１）予め設定されたフロントモータ1fとリアモータ1rの配分比Stに基づく基準モー
タトルク指令値Ttfrを演算するトルク配分部105を有し、加減速時配分部600は、配分比St
を変更することで前後輪トルク差を大きくする。
　よって、要求トルクTtを満足しつつ前後輪同時スリップを抑制できる。
　（１２）加減速時配分部600は、前後輪トルク差が補正量上限値Tfhlim（予め設定され
た所定値）以下となるように制御する。よって、過度の補正を抑制し、必要以上に前後輪
のトルク差が拡大することを回避できる。
　（１３）加減速時配分部600は、フロントモータ1fのトルク指令値Tfよりもリアモータ1
rのトルク指令値Trが小さくなるように制御する。車両のヨーモーメントに関する安定性
は後輪側のタイヤ横力との相関が高いため、後輪側のトルク指令を小さくすることで、後
輪のタイヤ横力を確保することができ、車両の安定性を確保できる。
【００６６】
　以上説明した実施形態から把握しうる技術思想について、以下に記載する。
　車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、前記車両の後輪にトルクを出力
するリア電動モータと、有する電動車両の制御装置であって、前記フロント電動モータ及
び前記リア電動モータの目標トルクを演算する目標トルク演算部と、前記フロント電動モ
ータ及び前記リア電動モータにトルク指令を出力するトルク指令部と、前記フロント電動
モータと前記リア電動モータの一方における前記目標トルクに対する前記トルク指令の達
成率が、他方の前記達成率よりも低くなるように制御する制御部と、を備えた。
　より好ましい態様では、上記態様において、前記制御部は、前記一方の前記達成率を低
くすることで減少するトルクを、前記他方で補償する。
　別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御部は、前記車両が所定
車速以上であって、かつ、前記目標トルクが減速を表す負の場合は、それ以外の場合に比
べて前記一方の前記達成率を低くする。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御部は、前記一方の
前記達成率を低くすることで減少するトルクを、前記他方で補償しない。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御部は、前記車両が
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所定車速未満であって、かつ、路面の縦断勾配が所定値以上の場合は、それ以外の場合に
比べて前記一方の前記達成率を低くする。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御部は、前記路面の
縦断勾配が所定値以上における前記車両の発進時、又は減速時に前記一方の前記達成率を
低くする。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記一方は、前記リア電動
モータである。
【００６７】
　また、他の観点から、車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、前記車両
の後輪にトルクを出力するリア電動モータと、有する電動車両の制御装置であって、前記
フロント電動モータと前記リア電動モータの一方におけるアクセルペダル開速度で実トル
ク微分値を除した値と、他方における前記除した値との差が、前記アクセルペダル開速度
が小さい場合よりも、前記アクセルペダル開速度が大きい場合のほうが大きい。
　より好ましい態様では、上記態様において、路面の縦断勾配が大きいときの前記差は、
前記路面の縦断勾配が小さいときの前記差よりも大きい。
　別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記一方は、前記リア電動モー
タである。
【００６８】
　また、他の観点から、車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、前記車両
の後輪にトルクを出力するリア電動モータと、有する電動車両の制御方法であって、前記
フロント電動モータ及び前記リア電動モータの目標トルクを演算するステップと、前記フ
ロント電動モータ及び前記リア電動モータにトルク指令を出力するステップと、前記フロ
ント電動モータと前記リア電動モータの一方における前記目標トルクに対する前記トルク
指令の達成率が、他方の前記達成率よりも低くなるように制御する制御ステップと、を備
えた。
　より好ましい態様では、上記態様において、前記制御ステップは、前記一方の前記達成
率を低くすることで減少するトルクを、前記他方で補償する。
　別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御ステップは、前記車両
が所定車速以上であって、かつ、前記目標トルクが減速を表す負の場合は、それ以外の場
合に比べて前記一方の前記達成率を低くする。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御ステップは、前記
一方の前記達成率を低くすることで減少するトルクを、前記他方で補償しない。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御ステップは、前記
車両が所定車速未満であって、かつ、路面の縦断勾配が所定値以上の場合は、それ以外の
場合に比べて前記一方の前記達成率を低くする。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記制御ステップは、前記
路面の縦断勾配が所定値以上における前記車両の発進時、又は減速時に前記一方の前記達
成率を低くする。
　更に別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記一方は、前記リア電動
モータである。
【００６９】
　また、他の観点から、車両の前輪にトルクを出力するフロント電動モータと、前記車両
の後輪にトルクを出力するリア電動モータと、前記フロント電動モータと前記リア電動モ
ータを制御するコントロールユニットと、有する電動車両の制御システムであって、前記
コントロールユニットは、前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータの目標トルク
を演算する目標トルク演算部と、前記フロント電動モータ及び前記リア電動モータにトル
ク指令を出力するトルク指令部と、前記フロント電動モータと前記リア電動モータの一方
における前記目標トルクに対する前記トルク指令の達成率が、他方の前記達成率よりも低
くなるように制御する制御部と、を備えた。
　より好ましい態様では、上記態様において、前記制御部は、前記路面の縦断勾配が所定
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値以上における前記車両の発進時、又は減速時に前記一方の前記達成率を低くする。
　別の好ましい態様では、上記態様のいずれかにおいて、前記一方は、前記リア電動モー
タである。
【符号の説明】
【００７０】
FL,FR　前輪
RL,RR　後輪
1f　フロントモータ
1r　リアモータ
2f，2r　減速機構
3f，3r　ディファレンシャルギア
4f，4r　ドライブシャフト
5f，5r　インバータ
6　ストロークセンサ
7　アクセル開度センサ
8f，8r　レゾルバ
9　ブレーキコントローラ
10　車輪速センサ
11　CAN通信線（通信装置）
12　前後加速度センサ
CU　車両コントロールユニット
BCU　バッテリコントロールユニット
MCUｆ，MCUｒ　モータコントロールユニット

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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